
平成２３年３月２９日

関東経済産業局管内

平成２２年工場立地動向調査結果（速報）

～ 立地件数、立地面積とも３期連続の減少 ～

○平成２２年における関東経済産業局管内の工場立地件数は、２９３件（前年３０５件）

で前年比３．９％減、立地面積は、４２３ｈａ（前年４４２ｈａ）で前年比４．３％減

となり、件数、面積とも平成２０年調査以降３期連続の減少となった。

また、過去の調査との比較では、立地件数が過去３番目に低く、立地面積が過去７番

目に低い結果となった。全国に占める当局管内の割合は、立地件数が３７．３％、立地

面積が３９．４％であった。

なお、平成２２年下期（７月～１２月）の立地件数は、１６０件（前年同期比１．９％

増）と平成１８年下期調査以来４期ぶりに増加に転じた。立地面積は、２５１ｈａ（前

年同期比２．０％減）と平成２２年下期調査以降３期連続で減少した。

○業種別の立地件数では、首都圏に加え、山梨県、長野県で立地がみられた①食料品（５

２件、前年比２．０％増）が最も多く、次いで、②金属製品（４０件、同６６．７％増）、

③輸送用機械（３４件、同２１．４％増）、④化学工業（１８件、同１４．３％減）、生

産用機械（１８件、同３３．３％減）の順となった。

○都県別の立地件数では、輸送用機械等で立地のあった群馬県（５０件、前年比６．４％

増）、食料品等で立地のあった長野県（３０件、同１５．４％増）と栃木県（２８件、

同７．７％増）、金属製品等で立地のあった千葉県（２１件、同４０．０％増）がいず

れも増加に転じた。

全国順位では、群馬県（５０件）が第１位となったほか、静岡県（４１件）が第４位、

茨城県（３９件）が第５位となった。

また、立地面積では、５０ｈａ以上の大規模立地のあった茨城県（１９０ｈａ、前年

比１６７．２％増）が管内、全国とも第１位となった。

（本発表資料のお問い合わせ先）

関東経済産業局 地域経済部 産業立地室

担当者：近藤、矢部

電 話：０４８－６００－０２７２（直通）



１．工場立地の概況（立地件数・立地面積）

平成２２年における当局管内の立地件数は２９３件（前年３０５件）で、前年比３．９％減。
また、立地面積は４２３ｈａ（前年４４２hａ）で、前年比４．３％減。

２１年 ２２年 （前年比）

立地件数 ８６７件 ７８６件 （９．３％減）

立地面積 １，３４３ｈａ １，０７４hａ （２０．０％減）

（参考）全国の状況
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１．工場立地の概況（立地件数・立地面積）

（参考）
２２年下期（７月～１２月）の立地件数は１６０件（前年同期比１．９％増）、立地面積は２５１ｈａ
（前年同期比２．０％減）となった。

２１年 ２２年 （前年比）

立地件数 ４３９件 ４３４件 （１．１％減）

立地面積 ７２０ｈａ ５７３hａ （２０．５％減）

（参考）全国の状況
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２－１．都県別立地状況（立地件数）

管内都県のうち、群馬県（５０件・全国１位）、静岡県（４１件・全国４位）、
茨城県（３９件・全国５位）の３県が管内ベスト３であった。
また、全国順位では、前述の3県に加え、長野県が６位、栃木県が７位、
埼玉県が８位となり、全国トップ１０のうち６県が管内であった。

都県名

件数（件）

２１年 ２２年
前年比
（％）件数

全国
順位

件数
全国
順位

茨城県 50 3 ３９ ５ △22.0％

栃木県 26 13 ２８ ７ ＋7.7％

群馬県 47 4 ５０ １ ＋6.4％

埼玉県 30 9 ２７ ８ △10.0％

千葉県 15 22 ２１ １４ ＋40.0％

東京都 1 45 １ ４６ －％

神奈川県 23 15 ２０ １５ △13.0％

新潟県 28 11 ２６ １１ △7.1％

山梨県 15 22 １０ ３０ △33.3％

長野県 26 13 ３０ ６ ＋15.4％

静岡県 44 5 ４１ ４ △6.8％

合計 305 ２９３ △3.9％

全国 ８６７ ７８６ △9.3％

３



２－２．都県別立地状況（立地面積）

面積では、茨城県（１９０ha・全国１位）、静岡県（４２ha・全国４位）、
群馬県（４１ha・全国５位）の３県が管内ベスト３であった。
また全国順位では、前述の３県に加え、長野県が９位となり、
全国トップ１０のうち４県が管内であった。

都県名

面積（ｈａ）

２１年 ２２年

前年比（％）
面積

全国
順位

面積
全国
順位

茨城県 71 4 １９０ １ ＋167.2％

栃木県 68 7 ３１ １１ △54.0％

群馬県 33 17 ４１ ５ ＋22.6％

埼玉県 34 16 １８ １９ △46.2％

千葉県 17 29 １２ ２８ △29.5％

東京都 2 45 ０ ４６ △79.8％

神奈川県 31 18 １０ ３１ △66.9％

新潟県 73 3 ２５ １４ △65.6％

山梨県 21 23 １９ １８ △10.5％

長野県 21 25 ３４ ９ ＋65.1％

静岡県 71 5 ４２ ４ △40.3％

合計 44２ ４２３ △4.3％

全国 １，３４３ １，０７４ △20.0％

４



３．都県別工業団地内立地件数

工業団地内立地件数（件）及び立地件数における割合（％）

２０年立地件数

割合

２１年立地件数

割合

２２年立地件数

割合全体 団地内 全体 団地内 全体 団地内

茨城県 ７９ ４５ ５７．０ ５０ ２５ ５０．０ ３９ １８ ４６．２

栃木県 ４３ ２４ ５５．８ ２６ １５ ５７．７ ２８ １２ ４２．９

群馬県 ８３ ２９ ３４．９ ４７ １２ ２５．５ ５０ １３ ２６．０

埼玉県 ６３ ２３ ３６．５ ３０ ８ ２６．７ ２７ １０ ３７．０

千葉県 ４８ ３９ ８１．３ １５ ７ ４６．７ ２１ １４ ６６．７

東京都 ２ ０ ０．０ １ ０ ０．０ １ １ １００．0

神奈川県 ４５ ２７ ６０．０ ２３ ９ ３９．１ ２０ ９ ４５．０

新潟県 ５０ ３０ ６０．０ ２８ １０ ３５．７ ２６ ２０ ７６．９

山梨県 ２１ １２ ５７．１ １５ ４ ２６．７ １０ ４ ４０．０

長野県 ４７ １９ ４０．４ ２６ １３ ５０．０ ３０ １５ ５０．０

静岡県 １４４ ４１ ２８．５ ４４ １２ ２７．３ ４１ ７ １７．１

関東局管内 ６２５ ２８９ ４６．２ ３０５ １１５ ３７．７ ２９３ １２３ ４２．０

全国 １，６３０ ７６１ ４６．７ ８６７ ３３１ ３８．２ ７８６ ３０８ ３９．２

管内の工業団地内への立地件数は１２３件（前年１１５件）と前年同期と比べ８件の増加となった。
また、立地件数全体に占める割合は４２．０％となり、前年同期から４．３ポイント増加した。
これを都県別にみると、東京都（１００％）、新潟県（７６．９％）、千葉県（６６．７％）、
長野県（５０．０％）の順で高い結果となった。

５



４．都県別県外企業立地件数

県外企業立地件数（件）及び立地件数における割合（％）

２０年立地件数 割合 ２１年立地件数 割合 ２２年立地件数 割合

全体 県外

立地

全体 県外

立地 全体

県外

立地

茨城県 ７９ ４３ ５４．４ ５０ ３２ ６４．０ ３９ ２１ ５３．８

栃木県 ４３ ２０ ４６．５ ２６ １１ ４２．３ ２８ ８ ２８．６

群馬県 ８３ ２２ ２６．５ ４７ １２ ２５．５ ５０ １２ ２４．０

埼玉県 ６３ ３２ ５０．８ ３０ １６ ５３．３ ２７ １２ ４４．４

千葉県 ４８ ３０ ６２．５ １５ １３ ８６．７ ２１ １３ ６１．９

東京都 ２ ０ ０．０ １ ０ ０．０ １ ０ ０．０

神奈川県 ４５ ２２ ４８．９ ２３ １０ ４３．５ ２０ ５ ２５．０

新潟県 ５０ ７ １４．０ ２８ ７ ２５．０ ２６ ６ ２３．１

山梨県 ２１ ７ ３３．３ １５ ８ ５３．３ １０ ６ ６０．０

長野県 ４７ １６ ３４．０ ２６ ８ ３０．８ ３０ ７ ２３．３

静岡県 １４４ ２９ ２０．１ ４４ １２ ２７．３ ４１ ４ ９．８

関東局管内 ６２５ ２２８ ３６．４ ３０５ １２９ ４２．３ ２９３ ９４ ３２．１

全国 １，６３０ ５３５ ３２．８ ８６７ ３０６ ３５．３ ７８６ ２３０ ２９．３

管内の県外企業の立地件数は９４件（前年１２９件）と２７．１％の減少。
都県別にみると、千葉県、山梨県においては県外企業の立地が全体の６割を占めており、また、茨城県
においても県外企業の立地が５割を超えている。

注）「県外立地件数」は、本社所在地とは異なる都道府県に立地した工場の件数
６



５－１．業種別工場立地状況

業種別の立地件数については、食料品、金属製品、輸送用機械の３業種が上位を占める。

順位 平成２１年 平成２２年 全国

１ 食料品（５１件） 食料品（５２件） 食料品（１７１件）

２ 輸送用機械（２８件） 金属製品（４０件） 金属製品（７２件）

３ 生産用機械（２７件） 輸送用機械（３４件） 輸送用機械（６５件）

４ 金属製品（２４件） 化学工業（１８件） プラスチック製品（５３件）

５ 化学工業（２１件） 生産用機械（１８件） 化学工業（４９件）

5－２．各都県別主な立地業種

茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県

(1)食料品（10件） (1)食料品（8件） (1)輸送用機械（8件） (1)食料品（8件） (1)金属製品（6件）

(2)輸送用機械（6件） (2)窯業・土石製品、輸送
用機械（4件）

(2)ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品、金属製
品、業務用機械（5件）

(2)化学工業、金属製品
（4件）

(2)食料品（3件）

(3)金属製品（5件） (3)木材・木製品（３件） (3) 食料品、化学工業

（4件）

(3)生産用機械、電子・
ﾃﾞﾊﾞｲｽ（2件）

(3)化学工業、ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製
品、鉄鋼業（2件）

神奈川県 新潟県 山梨県 長野県 静岡県

(1)電気機械（5件） (1)金属製品（5件） (1)食料品、電子・ﾃﾞﾊﾞｲｽ
（2件）

(1)食料品（9件） (1)輸送用機械、生産用機
械（8件）

(2)金属製品（4件） (2)飲料・たばこ・飼料
（3件）

(2)飲料・たばこ・飼料、金属
製品、業務用機械、輸送用機

械 外（1件）

(2)金属製品（8件） (2)ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製品（6件）

(3)食料品（2件） (3)窯業・土石製品、非鉄
金属、電気機械（2件）

(3)－ (3)輸送用機械（4件） (3)食料品（5件）

※集計数の少ない東京都を除く１０県において、立地件数に占める上位の業種を抜粋（表内数字が順位：同率順位含む） ７



６．外資系企業及び研究開発機能付工場立地件数等

外資系企業（外資比率５０％以上）の立地は３件（前年４件）。
将来研究開発機能を付設する予定のある工場は７０件で、前年（７３件）と比べ４．１％減となった。
また、独立した研究所の立地は７件（前年１２件）で、都県別では、神奈川県が３件（全国１位）と
最も多かった。
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７．立地地点の選定理由（関東局管内）
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（工場立地動向調査の対象等について）

・工場立地動向調査は、工場立地法に基づき昭和４２年から実施されています。

・調査対象は全国の製造業、電気業（水力発電所、地熱発電所を除く）、ガス業、熱供給業のための

工場、事業所を建設する目的を持って取得（借地を含む）された1000㎡以上の用地（埋立予定地を
含む）です。

・昭和60年からは独立した研究所（民間の試験研究機関で、主として前記４業種に係る分野の研究を
行うものに限る）の用地についても併せて調査しています。

１０１０


